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第 1節 長崎県医療計画について

第 1章 総論

1口 働 旨

0長崎県は変化に富んだ美しく豊かな自然、海外の文物や文化を受け入れながら多くの人と交流し栄

えてきた歴史と個性豊かな文化1動日え、最近では、西九!l‖‖新幹線の開業や、長崎を本拠地とするスポ

ーツチームの躍進など、魅力にあふれた私たちの「ふるさと」です。

●県民が住み目れた1也域で安心して暮らすためには、生まれてから、健やかな生活と老後を過ごし、そ

して人生の最終段階を迎えるまで、必要に応じて、いつでも適切な「医療」を受けられることが不可

欠です。

。本計画は、県や医療関係者はもとより、県民が一体となつて、良質でかつ適切な医療を効率的・効果

的に利用できる体制づくりを目指すため、本県の現状や抱える課題を明確にし、それに対する施策の

方向性を分かりやすくお示しするものです。

●全国的に出生数の減少が続く中、人口の流出も多い本県は、高齢化と人口減少が進み、都市部での渚

力の低下、離島やへき地の過疎化など、すでに指摘されている地域の課題がさらに顕者になることが

予想されています。本県はC回に比ぺ高齢化のスピードが早く、医療圏によつては、医療のニーズが

既にビークアウト、もしくは近しЧttkに介護サービスのニーズと併せてピークアウトすると見込ま

れています。

●医療や介護を取り巻く状況をみてみると、地域の医療を支えている医師、歯科医師、薬剤師や看護職

員等の医療大材、訪問看護・介護等に携わる人材の不足と地囲偏在が深刻となる中で、生産年齢人口

の減少や医師の働き方改革の開始等により、更に厳しし刊肉兄になることが予想されています。また、

認知症の方や、単身や夫婦のみの高齢者世帯の増加による、地域における介護力の低下なども大きな

問題となつています。

●更に、今般の新型コ回ナウイルス感染症の感染拡大では、医療提供体制に多大な影響が生じ、救急医

療をはじめ、地域医療の様々な調過い平き彫りとなり、地域における入院・タト来・在宅にわたる医療

機能の分化・]虫イし、連携等の重要l陛や、適切な役割分担の下での医療提供の重要陛が、再認識されま

した。

oこうしたことから、将来においても医療や介護などの社会保障制度が持続できるよう、人材や財源な

ど限られた資源を可能な限り効率的かつ効果的に活用するという視点に立つとともに、情報通信技

術の活用や医療分野のデジタル化の推進により、医療や介護を支える体制を橋築していく必要があ

ります。

0国は、平成 26年 6月に「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律」(以下、「医療介護確保推進法」という。)を制定し、都道府県が ,蝋医療構想」

を策定し、効率的かつ効果的な囲 是供体制の構築を推進すること、また、医療と介護が一体となつ

て、住み贋れた地域で住まい、医療、介護・予防、生活支援を切れ目なく提供する体制 (以下、「地

域包括ケアシステム」という。)の構築を図ること、そして国と県が地域医療介護総合確保基金 (以

1-1-1



第 1章 総論

下、「基金」という。)を設置し、安定的な財源の確保を行うこととしました。

●本県では、医療法に基づき、昭和 63年 3月 に「長崎県地域保健医療計画」を初めて策定し、その後

ほば5年ごとに計画の見直しを行つてきました。今回の計画は、平成 30年 3月に策定した第フ次医

療計画 (平成 30年 4月～令和 6年 3月)が終期を迎え、医療介護確保推進法を受けて平成 26年 9

月に出された「地域における医療及び介護を総合的に確保するための昼本的方針」 (以下「総合確保

方針」という。)、 総合確保方針を踏まえて改正された「医療提供体制の確保に関する基本方針」に基

づき、新たに「第 8次長崎県医療計画」として策定するものです。

●今回の計画の策定にあたつては、この総合確保方針に記された国の改革の方向性を踏まえ、本県の現

状や課題を反映したうえで、「いつでも、どこに住んでいても、適切な医療が効果的かつ効率的に行

われる」体制の構築を図ることとしています。

2日 計画の性格

0医療法 (昭和 23年法律第 205号)第 30条の4第 1項に基づき、都道府県が策定する医療計画で

す。

●本県における医療施策の基本指針であり、長崎県総合計画及び長崎県福祉保健総合計画の医療部門

計画です。

●医療の確保に関する事項を定める他の計画との整合陛を保つとともに、公衆衛生、薬事、社会福祉そ

の他医療と密接に関係する施策との連携を有するものです。

●市町及び保健医療関係機関・団体等における施策推進の方向生を示すとともに連携体制を促進する

役割を持つものです。

●県民の自主的、積極的な活動を促すとともに、県民に地域の医療機能盾報を提供する役割をもつもの

です。

3.計画の期間

●医療計画の期間は、令和 6年度から 11年度までの 6年間とします。

●医療計画と同時に3年間の計画として策定される「介護保険事業 (支援)計画」との整含生を図るた

め、中間年の 2026年 (令和 8年)において、見直しを行います。
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第 2節 計画の基本的な考え方

第 1章 総論

1日 計画嚇 的理念

0「長崎県総合計画チェンジ&チヤレンジ 2025」 や「長崎県福祉保健総合計画」では「人・産業・地

域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」、「県民一人ひとりの尊厳が保たれ、イ主み隠れ

た地域で安心して暮らし続けることができる持続可能な地域共生社会の実現」という基本理念が掲

げられています。

●本計画ではこれらに基づき、「県民の医療に対する安心及び信頼の確保を図るとともに、良質かつ適

切な医療を効率的に提供する体制の構築」を基本的理念とします。

2巨 基本的な考え方

。「基本理念」を計画全体に反映するため、次に示す基本的な考え方に基づいて策定しています。

(1)県民の視点にたつた
―

衛 llの構築

●県民の医療に対する安心や信頼を確保しながら、症状に応した質の高い医療を適切に受けることが

できるよう、高度医療を担う病院から身近な地域の診療所まで、それぞれの役割を踏まえた機能分

化・運携を推進し、切れ日のない因贋連携体制の構築に取り組みます。

●医療技イ椒羽色歩により、医療は専門化・多様化しています。県民が主体的に医療を選択できるよう、

因療機関でどのような鋤 光子なわれ、病気になつたときにどのような治療が受けられるのかなど、

県民・愚者にとって分かりやすい形で四贋晴報を提供します。

(2)因療・介護が‐体となつた切れ目のない仰 J蛸築

●局齢化により、医療と介護の複合三―ズを有する人腿 力lすることが見込まれます。地域医療構想に

基づき、急隆期から回復期、慢陛期まで含めた一体的で効率的な医療提供体制の構築を進めるととも

に、医療から介護へと切れ目のない支援体制を構築するため、市町と連携した取り組みを進めます。

(3)質の高い人材帆 保

0医療及び介護の提供体制の整備には、質の高い人材を継続的に確保していくことがコヽ可欠であり、人

材の育成、就業の促進、勤務環境の改善等、質の高い人材の確保に関する取組を進めることが重要で

す。

●2024年から開始される医師の働き方改革や、生産年蕊＼国の減少に伴う人手不足など、医療や介護

を取り巻く環境の変化に対応しながら、医療及び介護の連携の核となる人材の確保・育成に取り組む

とともに、在宅医療における多職種連携をはじめ、薬局における健康づくりのサポートや、自宅等で

の服薬指導及び処方提案、歯科衛生士による在宅での口腔ケア、理学・作業療法士等の専門職による

地域でのり八ビリテーションの提供など、多職種の連携による地餌で支える環境づくりを推進しま

す。

●
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第 1章 総論

(4)地斌の実情を反映した医療提供体制の構築

0本県には離島やへき地が多く、交通アクセスに加え、高齢化等の人口動態、医療・介護ニーズの程度、

医療・介護資源等について、本土と大きな違いがあります。また、既に抑 を含めた人口

減少が進む地爛がある一方、都市部では高齢者数が引き続き増加することが見込まれ、地域差は一層

大きく、また多様になつていくと考えられます。

●i遭):D)の実l盾に応した医療提供体制を構築するため、市町や地域の医療関係者、そして県民を含めた連

携体制を強化し、地域における多様な医療提供体制の課題の解決に取り組みます。

(5)健康づくり (疾患予防)との連携

●がん、急 1生心筋便塞、脳卒中、糖尿病、認知症は、生活習
j慣によつて発症するリスクが左右されるこ

とが分かつている代表的な疾病ですぅこのため、「健康ながさき 21」 等の各種計画との調和を図り、

健康づくりから疾病の予防、治療、リノヽビリテーションまでが有機的に連携した体制の構築に取り組

みます。

(6)情報通信技術 (Iσ『)の活用

●限られた資源で効率的に医療・介護サービスを提供するためには、医療・介護サービス利用者も含め

た関係者間での適時適切な盾報共有が不可欠であり、情報通信技術 (Iσ「)は極めて有効な手段です。

●本県では医療時報ネットワーク「あじさいネット」の構築を推進してきました。多くの人が安心して

利用するために、個人情報保護や運用コス トに配慮しながら、多職種が参加し、地域包括ケアシステ

ムに貢献するネットワークの構築を支援します。

●離島、へき地など医療機関の抱える時間的・距離的制約に対応すると共に、医療の質の向上や効率化

を図るため、ICT機器やオンライン診療の活用を促進します。

3日 計画のポイント

(1)超高齢社会 。人口減少社会における持続可能な医療体制の構築

0人口構造の変化や人口減少に対応できる、持続同能な医療体制を確保するため、地域の関係者との協

議等により地域の実晴を踏まえた効率的・効果的な病床機能の分化・連携を進めます。

●高齢化に伴い、がん、脳卒中、心筋梗塞や糖尿病等の主要な疾患をはじめ、認知症、肺炎や骨折とい

つた疾患力u曽加しています。疾病予防。介護予防まで含めた体制の充実を図るとともに、医療・介護

の複合三―ズを有する高齢者に対応するため、医療機関の機能分担と連携による体制の整偏を推進

します。

(2)新興感染症の発生 。まん延時や災害時等に備えた医療体制の整備

●新型コロナウイルス感染症対応闘 ‖を踏まえ、当該対応での最大規懐の体制を目指しつつ、地域の

実情を考慮し、医療機関の機能や役割に応じた協定締結等を通して、新興感染症に対応する医療及び

通常医療の提供体制の確保を図ります。
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●災害拠点病院や関係団体との連携を強化し、災害医療体制の充実を図ります。

(3)因療従事者の効果的な確保

●本県は人口あたりでみると、全国と比較して医師数、看護職員数は多し判角兄にあります。しかし、都

市部への偏在がみられ、離島・へき地における確保等が課題となつています。

●医師の育成機関である長崎大学病院等と連携し、厚生労働省が示す医師偏在指標が相対的に低い医

療固域の医師の確保や偏在対策に取り組むとともに、看護職員については、医療・介護需要を踏まえ

「新規養成」「再就業支援」「離職防止・定着促進」「資質向上」の 4本柱での育成・確保に取り組み

ます。

0人口 10万人あたりの謀剤師数は全国平均を下回つている状況にあります。また、薬剤師偏在指標の

低い医療圏及び業態がみられ、薬測師確保が課題となつています。

0長崎大学、長崎国際大学、県栗済J師会及び県病院薬剤師会と連携し、薬剤師の確保や偏在対策に取り

組みます。

(4)介護保険事業 (支援)計画等の他の計画との整含性帆 保

0本計画の策定においては、医療の確保に関する内容を含む計画との調和を図るとともに、政策的に関

連の深い方隣 と連携し進めるため、関イ絹十画との整合性を図ります。

(5)具体的な指標の設定による政策循環の強化

0国における診療報酬のデータペース (ナショナルデータベース (NDB))等を活用し、データに基づ

いた現状のの析・課題の把与F至を行い、施策を実行し、具体的な指標を用いて進捗言W面哲 子い、各疾患、

地域の関係者による議論を行いながら医療計画を見直すという「政策循環」の仕組みを推進します。
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38 言個 卿

●本計画は、8つの章で構成されており、それぞれの章の主な内容は次のとおりです。

第 1章
編

ヽ

( ノ

第 2章
5疾病 6事業

及び在宅医療

/

(

第 3章
主要な分野の

医府 昌柴体制

・計画策定の趣旨、基本的な考え方や計画の推進体制、事業推進や体制

整備にあたつての地域単位である「医療国」と基準病床数の設定、そし

て人口動態、患者・医療提供体制等のデータにより、本県の現状を示し

ます。

。生活
可
占
可
慣病など、患者数が多く継続的な医療が必要な 5つの疾病 (が

ん、脳卒中、心血管疾患、糖尿病 (目陛腎臓病)、 精神疾患)と、政策的

に推進すべき6つの事業 (離島へき地、救急、小児、周産期、災害医

療、新興感染症の発生 。まん延時における医療)及び在宅医療に関する

現状、課題、施策の方向 1生を示します。

・5疾病 6事業及び在宅医療以外で、特に重点的に取り組む 5つの分野

(り八ビリテーション、難病・アレルギー、結核・感染症、嗣器移植、

高次・救急歯科医療)に関する現状、課題、施策の方向性を示します。

・団塊の世代がすべて フ5歳以上となる 2025年に向けて、入院や在宅で

の医療が必要な患者数や病床数を推計し、患者像に応した病床の機能分

化や在宅医療等を含めた運携体制の構築を進めるため、施策の方向性を

示すとともに、PDCAサイクル等による地域的 について方

向
j性

を示します。

・医療の安全を確保するための取組や、地域包括ケアシステムにおける

効率的な連携体市じの構築に向けた医療の1群財ヒ、医薬品の安定確保・サ

ービスの充実等に向けた薬局の役割等を示します。

第4章
醐 医螂

第 5章
医師

保と医療サー

ビス

第 6章
タト来医療にイ系

る囲 畠失休

常」の確保

・外来因療に係る医療提供体制を確保するため、地域における外来医療

に関する現状及び課題を明ら力Чこしながら、充実が必要な外来機能や外

来機能に関する連携]虫化等について示します。

第7章
地域医療を担

う人おオ妍 在保

と資質の向上

・医師、歯科医師、看護職員、票剤師、歯科衛生士・歯科技工士、リノヽ

ビリテーション専門職・記塀諭期報財期頭・管理栄養土 (栄養士)につい

て、現状と課題、質の高い人材を確保するための施策の方向性を示しま

す。

第 8章
二次医療圏ご

｀

との課題と施

策の方向性

・各二次医療圏における関係者による協議を踏まえた課題や施策の方向

性を示すことで、地域の実情に応して、地域医療構想を含む医療計画の

取組を着実に推進します。
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第 1章 総論

4日 各節の構成

●本計画では、主な章の各節り 着成を次のとおり統汁しています。

(1)蒻訴百、
― ―

●疾病、事業等の全体における位置づけが分かるよう、最近の医療技術の動向や、国、県の施策の方向

性など、概要を記載しています。

(2)本県の現状と課題

●患者の状況や医療機関の数、医療連携林制の現状など、データを基にした現状と課題に加え、データ

のみでは表現することができない、各疾病、事業に関する会議及び地域ごとの会議などで指摘された

現状や課題についても盛り込んでいます。

(3)施策の方向性

0本県の現状と課題を踏まえて、麟 の方向陛を示しています。それぞれの施策は、県や医療従事者の

みが取り組むものだけでなく、医療機関、関係団体、介護サービス従事者、市町等をはじめ、県民が

一体となつて取り組んでいくべき「方向陛」として示しています。

●施策の方向性に基づいて、「第 3節 計画の推進体制」で明記している協議の場における検討などを

踏まえ、実現に向けた具体的な方法を検討することとなります。

(4)成果と指標

●施策の方向陛の成果を測るものとして最もふさわしい指標 (ス トラクチヤー・プロセス}罰動 を、毎

年度測定可能なものから選んでいます。また、施嫌の成果が、最終的に住民に対してどのような効果

をもたらしたかをアウ トカム↓旨標として設定しています。日標に対する達成状況を上ヒ較、評価したう

えで、関係者による検討を行い、必要に応して施嫌や指標の見直しを行います。
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第 1章 総論

5日 県が策定する他の計画との関係

●本計画と、県が策定する主な計画との関係性は、次のとおりです。

※政策的に関連の深い他の計画に、医療計画に記載するべき事項と同様の内容宅記載することが定められている場合には、

医療計画上で、これらの計画の対応する箇所を明確に示すことで、具体的な記載に代替することとして差し支えない

こととされた。

がん、脳卒中、心血曽疾患、糖尿
病等生活習慣病の予防の取組

健康ながさき 21
介 割 郡 導 鞘 計画

生活習1慣の改善、生活認贋病の発症

予防・重症イヒ予防等
在宅医療等が必要な患

者婚 陛―

介護サービス基盤の整備に対

して広期的調整を行い、介護

保[食事業の円滑な実施を支援

数値目標左中心とした
「) 

]ヽ i::iЧ ,1,,:::iF:」 ド1生―

感染症予防計画

感染拡大に対応可能な医療機関・病

床等の確保

長崎県医療計画

(瞬十画と 体由勺1こ策定)

。 1蜘

・タト来医療計画

(政策的に関連の深し塙十画 〔※〕)

。医自
―

十画

・ が ん 対 策 推 進 計 画

・循環器病対策推進計画

生活習慣病の予防、ジェネ
リック医薬品の推進精神吹患の患者の地

醒 柳
障害福祉計画

医療費適正イ晴十画

醐 能の分化・連
携による効果

障害者が住みなれた地域で自立した

生渚が送れるよう支援
丼歓豊冬弄により医劃甍妻誕D運五正化
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第 3節 計画の実効性を高める仕組み

第 1章 総論

1日  ]コElα川旧日遷謝本司刊

●医療・保健・福祉のサービスの提供主体は、県や市町、福祉関係団体、医療機関等数多くあり多元化、

複雑化しています。県民が必要とするサービスを切れ目なく、効率的・効屎的に利用できる体制を確

保するためには、行政だけでなく、関係機関、そして県民を含めた情報共有や連携体制の強化を図る

ことが必要です。

●行政をはじめ、各サービス提供機関等は、医療・保健・福祉に関する情報の収集・整理に努め、関係

機関相互の時報の共有化を図るとともに、県民自らが最適なサービスを選択できるよう、迅速かつ的

確ナょ`障 財目々と行うことカド必要です。   
｀

●県は、関係機関等で組織する各協議会を
~馬重調的に開催し、情報の共有を図るとともに、本計画に対す

る幅広い意見に基づく進捗管理により、必要に応して、計画の見直しを行います。

(1)蝉 医滉那嘲兼暢開角含

●本計画を推進し、医療提供体制の整備促進を行うため、関係医療機関・団体、学識鰯験者、県議会、

関係行政機関からなる「長崎県保健医療対策協議会」 0召和 57年 2月設置)において、必要に応し

て協議、連絡及び調整を行います。

●長崎県保健医療対策協議会には、企画調整部会、敷急医療対策部会、離島医療部会等の専門部会が設

置され、必要に応してそれぞれの専門的観点からの検討を行つています。

●本計画の策定にあたって、各専門部会等を開催し、医療関係者等による協議を行い、その意見を反映

いたしました。本協議会と専門部会等を中心として、計画全体の進捗管理を行います。

(2)地域保健的 議会

0本計画の推進について、地域ごとに具体的な協議を行うため、県内の保健所単位に 10箇所の「地域

保健巴庚期利赫鶏剖 を設置しています。長崎、佐世保県北医療国には、それぞれ県と市 (長崎市、

佐世保市)の保健所が設置されています。

0地域保健医療対策協議会には、医療、介護、行政関係者に加え、福祉、教育等幅広い関係者が参加し

ています。住民に身近な在宅医療、介護に関する課題や施策、生活習慣病の予防の取組など、llM)或の

実情を反映した協議を行うほか、二次医療圏を中心とした計画の進捗管理を行いますよ

(3)地域医療情畑調整会議

。「地域医療構想調整会議」は、医療法第 30条の 14に基づき、平成 27年度に設置しました。地域

医療構想調整会議では、地域医療構想の実現のため、二次医療国単位で、主に医療機能の分化・連携

等について協議を行います。詳しくは「第 4章第 4節 構想実現のための考え方」をご覧 ください。
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第 1章 総論

(4)保T静所

0本県には、現在 10の保健所 (県立8保健所、長崎市・佐世保市保健所)力躍 されており、市町及

び関係機関との緊密な連携のもとに、地域保健の広域的・専門的・技術的な拠点として事業の推進を

行つています。

●県立保健所は、複数の市町を管轄する連携拠点、健康危機管理の地域測点として、精神保健福祉、難

病、感染症、地域リノ(ビリテーション等、本計画に関係する事業を推進しています。また、市町の在

宅医療や地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を支援するほか、「第 8章 二次医療固ごとの課

題と方疎 の方向陛」の実現に向け、課題の確理等を行います。

(5)市町

●市町は住民に最も身近な医療 。保健・福祉サービスを担つており、介護保険事業や、保健事業、福祉

施床などを行なつています。地Ыで安心して療養できる体制づくりにあたつては、医療、介護が一体

となつた切れ日のないサービスの提供が重要であり、市町の役割がますます重要になつています。

●本計画の推進にあたって、市町は、一次医療国の構成単位として、県 (県立保健所を含む)と連携し、

地以の初期救急医療やかかりつけ機能の強化等、医磨張摯嘲喘」の整備を推進します。

(6)E剰康娠朝勅箇設

●医療提供施設は、良質で適切な医療を提供するとともに、それぞれの施設が有する医療機能に応し

た、病病連携・病診連携を推進し、患者に対する切れ目のない医療提供に努めるほか、本計画の各章

に明記された「施策の方向陛」の実現に向けて、必要な役害」を果たします。

(7)各種団体

●県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県栄養士会などをはじめとする問儡団体は、地

域の医療・保健・イ酵は羽鷹性に大きな役割を果たしています。各団体は、相互に運携し、それぞれの

専門分里予から、本計画の各章に明記された「施策の方向隆」の実現に向けて、必要な役害Jを果たしま

,。

(8)J剥爵

●サーЁス利用者の立場から地域の医療体制へ関心を持つとともに、地域の医療体制を支える協力者

としても重要な役割があり、本計画を推進する主体と言えます。「施策の方向l生」の実現にあたつて

は、県民が一体となつて取り組む必要があります。

2. 匠謝翼脹鞘劇随目歌つ昭諄劃

(1)欄瑚鮒病 院

●特定機能病院は、医療機能の体系化の中環として、高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高

度の医療に関する研修を実施する能力等を備えた病院として、厚生労働犬臣が個別に承認するもの

です。平成 5年施行の医療法二次改正により新たに導入された制度です。
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第 1章 総論

●令和 4年 12月 1日現在、特定機能病院は全国で 88病院が承認を受けており、県内においては、

「国立大学法人長崎大学病院」が承認されています。

●かかりつけ医とのさらなる機能分担を図る目的で、平成 28年度から、紹介状を持たずに特定機能病

院を受診する場合は、初診料以夕潮 胡 」の負担 (選定療養費)の徴収が義務化されています。

醐

"弱
誼注ぬ要件

(1)高度の医療の提供、開発および評価、並びに研修を実施する能力を有すること。

(2)他の病院又は診療所から紹介された患者に対し、医療を提供すること。 (紹介率 500/0以上、逆紹介率

400/。以上)

(3)病床数 :400床以上の病床を有することが必要。

(4)人員配置

ア)医師 :通常の病院の 2倍程度の酉E置が最低基準。医師の配置基準の半数以上がいずれかの専門医

イ)薬剤師 :入院患者数■30カ 最ヽ低基準 (引9剣よ入院患者数■フ0)

ウ)看護師等 :入院患者数■2が最低基準 (一般は入院悪者数■3)

工)管理栄養± 1名以上配置

(5)構造設備 :集中治療室、無菌病室、医薬品 1盲報管理室が必要

【表】本県の特定機能病院

躙 医療機関名 イ主P斤

長崎 長嶋大学病院 長崎市坂本 1丁ロフ番 1号

(2)地域医療支援病院

●患者に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から、紹介患者に対する医療提供、

医療機器等の共同利用の実施等、地域医療を担う力功 り`つけ医、ん`かりつけ歯科医等を支援する能力

を備え、地域医療の確保を図る病院として相応しい構造設備等を有するものについて、都道府県知事

が個別に承認します。

要件

(1)開設主体 :原貝」として国、都道府県、市町村、社会医療法人、医療法人等

(2)紹介患者中心の医療を提供していること。具体的には、次のいずれ力つ場合に該当すること。

ア)紹介率が 80Ⅲ■畝 上であること

イ)紹介率が 650/。以上であり、かつ、逆紹介率が 400/0以上であること

ウ)紹介率が 500/o以上であり、かつ、逆紹介率が 700/O以上であること

(3)建物、設備、機器等を地域の医師等が利用できる体制を石鉄 していること

(4)救急医療を提供する能力を有すること

(5)地域医療従事者に対する研修を行つていること

(6)原則として 200床以上の痢末、及び地域医療支援病院としてふさわしい施設を有すること

●地域医療支援病院が効果的に機能することが、地域の医療連携体制の構築にとつて極めて重要です。

地域医療支援病院嚇 隻害Jを、地域の医療関イ系者はもとより、患者や住民に周知し、診療内容等を理解

してもらう必要があります。

●地域医療構想における医療機能の分化、連携を進めるにあたっては、救急医療等を担う地域医療支援

病院の役害Jを明確にするとともに、地域における認識の共有を進めます。
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第 1章 総論

【表】本県の地域医療支援病院

(3)公的医療l腱関等

●公的医療機関とは、県や市町が設置する公立医療機関や、日本赤十字社、済生会、国民健康保険団体

運合会等による医療機関であり、民間医療機関による提供が困難な赦急医療、災害時における医療、

へき地の医療、周産期医療及ひ Jヽ児医療等の政策医療を主に担つています。

0このほか、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働贈縄原安期 が 開設する医療機関や地域

医療支援病院及び特定機能病院も、高度医療、救急医療等において、地図で重要な役割を担つており、

こうした「公的医療機関等」の病床は、県内で 7,198床であり、全病床の 280/0※を占めています。

※出典 :厚生労働省「医療施設調査」(令和4年 10月 1日現在)

●高耐 臣碗雪子争に伴しu曽加する医療雲射 I「制や自治体財政の健全化が求められる中で、公立医療機

関(♪U或において必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくため、これまで以上に経営の効率

化を図るとともに、民間医療機関も含めた相互の機能分担と運携を強化する必要があります。

●病院事業を設置する地方公共団体では、国が示す「公立病院改革ガイ ドライン」に基づき、経営効率

化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しを図つており、本県は平成 2フ 年度までに、離島へき

と也の医療機関を中心に、率先した再編を行つてきました。

0平成 2フ 年度には、これに地域医療構想の実現に向けた役割の明確化を加えたガイドラインが示され

ており、本県では、これに基づく改革プランを、平成 28年度までに全ての公立病院で策定しました。

また、令和 3年度には持続可能な地域瞬 是供体制を確保するための公立病院経営強(いイ ドライ

ンが示され、令和 5年度までに全ての公立病院で経営強化プランを策定することとしています。

●地域医療構想調整会議においては、公的医療機関等の役割の明確化に加え、民間医療機関を含めた役

割の整理を行います。また、離島・へきよ也の医療を担う公立医療機関は、必要な医療の確保と、人材

地ん独立行政法人興崎市立病院機構

長崎みなとメディカルセンター
長崎市新地町6番 39号

社鉗劃隊劇 触野社 会

劇 奇睡 会寛紛社会副胡競
員崎市用喘2丁目5番 1号

則

日必ヴ片伴字社 鋤 興崎礎 町 3番 15号

イ左世保中軸 イ左世保市痔 日町 15困i也

地方独泣行政法人佐世保市総台医療センター 佐世保市平瀬町9番 3号

独立行醐妙功 跡摯瞭 豊郵購

長崎労災病院
佐世保市瀬戸越2丁目 12番 5号聖壁世Jttυミ引ヒ

国家公務員共済組合連合会

的
佐世保市島地町 10番 17号

嚇 蜘 銹 鵬

長崎因療センター
大村市久原 2丁目1001番地 1

中 亘〕茜附 オ着

副 割II棚医療センター
鞠 II‖胡H「F組阻[2005部也1

諫早市永昌東町24番 1号

敗

勉 イ子的 鮒迫鮪

諫早総合病院

県南 割 奇鋤 就 島国市下

'II尻

町7895番地
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第 1章 総論

の効果的な確保について中心的な役割を担う必要があります。平成 29年度には、国の通知に基づき

対象の公的医療機関等において、地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等 2025プラン」を策定し

ました。

【表】県内の公的医療機関等 (病院)の一覧と役割

躙 鞭
臨
鯨

蹴
輸

召1伊」

輸

焔
セン

ター

災害拠

説

周産期

母子医

療セン

ター

が膨

麟

廟
院

力ヽ諺

麟
縫 ・

離島中

期

精神科救
融

諏

疾患医

療セン

ター

長崎

(国大)同埼大学病院
●

(高度)

●

(基幹)

●

(総合)

● ●

(地独)長崎みなとメディカル

センター
● ● ● ● ● ●

(済生会)済生会長崎病院 ● ● ●

(日赤)長煽京爆病院 ● ● ● ●

(国立)局崎病院

イ左陛保

囀 ヒ

(地独)佐世保市総合医療セン

ター
● ● ● ● ● ●

90毒功 長崎労翔丙完 ● ● ●

(婦)  ,iΞtと」]PЯミじ11こ)Fttp就 ● ●

社会医療法人財団 白十字会

イ左世イ呆中央病院
● ● ● ●

ll也必虫)北松中央病院 ● ● ●

平戸市民病院 ●

平戸市立生月病院 ●

90禅也)裕市中姉 院 0

慰

(国立)長崎医療センター ● ●
●

(高度)

●

(基幹)

●

(総合〕
●

(国立)長嘲 H棚医療センター ● ●

(独法地)諫早総合病院 ● ● ● ● ●

(日赤)長崎原爆諫早病院 ● ●

大村市民病院 ● ●

0商企)精神医療センター ●

県南
0商企)長山奇県劇京病院 ● ● ● ●

公立」酌 院 ● ●

五島
9商企)長崎県五島中央病院 ● ● ● ● ●

9商企)長崎県富江病院 ●

卜7〒島 0商企)長 l翻驚L五島病院 ● ● ● ● 0

壱岐 9商企)長山奇県壱岐病院 ● ● ● ● ●

夕寸月巳
9商企)長崎県対馬病院 ● ● ● ● ●

9商企)長崎県上対馬病院 ● ●

※ (国大):国立大学法人 (上也うω :地方独立行政法人 (国立):国立病院機構 (独法労):独立行政法人労働者健

康安全機構 (ぢい郵也):独立行政法人l也域医療機能推進機構  (病企):長崎県病院企業団

※救急告示、病隠 鞠紹鈴」、救命救急センターについては「第 2章第 フ節 救急医療」を、災害拠点病院は「第 2

章第 10節 災害医療」を、周産期母子医療センターは「第 2章第 9節 周産期医療」を、がん拠点病院、がん推

進・離島中核病院は「第 2章第 1節 がん医療」を、精神不朔埓乳倦煮は「第 2章第 5節 1 淋詠軒理割芸」を、認

知症疾患医療センターは「第 2章第 5節 2精神科医療 (認知症医療)」 をご覧 ください。
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第 1章 総論

3日 計画の評価と公表

0医療計画の実効性を高めるため、計画の評価、進捗管理と必要に応した見直しを行います。

●詔 面は、施策に対する指標の適含性、数値目標等のヨ翔規 、現状をす鴎戸至する新たな指標の見直し等

について行い、その結果を囚病計画の見直しや、次期医療計画に反映させます。

●評価は、5疾病 6事業及び在宅医療にかかる各施策の方向性、二次医療圏ごとの施策の方向1卿
状況について実施し、必要に応して、施嫌や憎標の追記や削除、修正を行い、より実効性のある医療

計画への発展を目指します。

0地域嚇 想については、各構想区域における機能分化・連携の造渉肉財鈷正のための分析・評価や

調整会議での協議の結果を踏まえ、必要に応して見直しを行います。

●評価、見直しの内容については、長嗚県保健医療対策協議会、各地域保健医療対策協議会からの意見

を付して長崎県医療ヨ議会に諮ることとします。

●評価の結果については、評価の基礎となつた指標や施策の内容及岱 詔肺 」も含め公表します。

●各医療機能を担う医療機関名の変更については、法令により長崎県医療審議会に諮る必要がある場

合を除き、原則として許認可または届出等の手続きの終了をもつて計画変更されたものとみなし、速

や力Чこ公表することとします。
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第 4節 医療固と基準病床

第 1章 総論

1日 医療圏

(1)医療国

0「医療固」は、地域における基本的な医療から全県的な高度・専門医療まで、県民が必要とする医療

サービスを適切に提供するため、医療資源の適正な配置や医療機関相互の機能分担と運携を推進す

る地崩的単位として設定します。

ア)一次医療田

●住民に密着した頻度の高い日常的な因康が展開される地域です。休日夜間の初期救急医療体制のほ

か、介護保険サービスや母子保健事業など、医療と一体となつて推進する事業が市町によつて担われ

ています。また、かかりつけ医や訪問看護ステーションが主体となつて行う「在宅医療」1抑
サービスと連携して体制を構築する必要があります。このことから、市町を一次医療固と定義しま

す。

イ)二次
―

  (医療法第 30条の4第 2頂第 14号に規定する区域)

●医療法においては、主として、「病院の病床 (精神病床、感染症病床及び結核病床等を除く)及び診

療所の病床の整備を図るべき地期間単位」として定められています。

●比較的専F〕陛の高い領域も含めて、入院医療などの―般的な医療がおおむね完結できる体制づくり

を目指す地域的単位であり、地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需要の充足状況、交通妻情等

の社会的条件を考慮したうえで、県が、医療計画の最も基本となる固域として設定します。

●本計画において、特に記載がない限り、「医療圏」という用語は、二次医療圏を指します。

ウ)三次
―

  (園康法第 30条の4第 2頂第 15号に規定する醐

●医療法においては、特殊な診断や治療を必要とする医療需要や高度又は専門的な医療に対応するた

めに設定する区域であり、原則として都道府県を単位することとなつています。

●局度で専門的な医療の提供にあたっては、専門性の高い人材や医療機器等の整備など、二次医療国単

位で整備することが非効率な面があり、県全戦を三次医療固として設定します。

【図】医療国のイメージ図

帥 船 鏃 、高度・専

門的な医療など

患者の移動

(流出・流入)

外来医療・介護サー
ビ恭まど

I狭‖妹lr,|

ン組生l,P→′lいうネr,
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第 1章 総論

(2)三次医療固の設定

0本県は、二次医療固として、前回計画において、次表のとおり本± 4、 離島4の合計 8地域に分けて

設定しています。

0本土の医療固について、長崎、佐世保県北、県央医療圏は、都市部にそれぞれ中核となる基幹病院が

あります。また、県南医療固については、県と関係市町で構成する一郡事務組合である「長崎県病院

企業団」(以下、「病院企業団」という。)が運営する病院等が、地域の拠点的
‐
熙 能を担つています。

●各医療固の入院受療動向を分析すると、忽 1生心筋梗塞、脳卒中など、発症後すぐに治療が必要な疾患

については、各医療固における完結率が高く、ある程度医療固で対応できている状況といえます。

●離島の医療国については、人口が減少しているほか、特に圏域外への患者の流出が大きくなつていま

すが、その地理的特性から圏域間の移動が容易にできなしW朗にあり、可能な限り医療固域内での医

療提供体制の確保を目指していくべき地域といえます。

0このため、本計画においても、引き続き次表のとおり、8つの二次医療固を設定します。

【表】二次医療固とその構成市町

【図】本県の二次医療圏

二次困療圏の名称 構成市町

長崎 長崎市 。西海市 。長与町・時津町

犯哲性JttJ異Jヒ 佐世保市・平戸市・松浦市・佐々町

県央 諫早市・大村市・東彼杵町・川1棚町・波佐見町

県南 島原市・雲仙市・南島原市

五島 五島市

上五島 新上五島町・河Ч直賀町

壱岐 壱岐市

対馬 対馬市

人口 :263′ 中牛9人

[耐廣:636.06kr縞

人口密度 :414人

人口 :23ァ 938人
面積 :139,42k活

人口密度 :172人壱岐

人口 :33′ 233人

面積 :420.12k請

人口劉宣 :79人

五島

人口 :27′ 271人

面積 :707.42k雨

人口密度 :39人

対馬
人口 :299,971人

面積 :823.94k雨

人口密度 :364人

也壁性釦瞬型票日と
人口 :18′ 872人

面積 :239.49k市

人口密度 :79人

長崎 人口 :122′ フ76人

面積 :467.40k市

人口密度 :263人

人口 :493′ 061人

面積 :697.13k活

人口密度 :707人
県南

粋

′Ⅲ み

癬

r・ 常

す  。

°※令和 4年 10月の推計人口 る
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第 1章 総論

(3)二次医療圏の設定にあたり検討した事項

●国の通知では、人口規模が 20万人未満であり、かつ、二次医療国内の病院の療養病床及び■般病床

の推計流入入院患者割合が 20%未満、推計流出入院患者割合が 200/0以上となつている二次医療固

については、設定の見直しについて検討する必要があると与罰商されています。

●本土の医療固では、前回計画から引き続き、県南医療圏がこれに該当しています。このため、二次医

療固の設定について地域の関係者の意見を聴きながら検討を行いました。

0その結果、県南医療固については、一定の流出がありながらも、脳卒中、叙性心筋梗塞等の徹l生其酷

能は一定確保されており、また、構成 3市のうち、島原市、南島原市の動向をみると、圏域内の完結

率が高く、本計画においては、引き続き単独の医療圏として整理します。

側力柩鶉醇想における県南医療国の検討内容)

・県央区域に地理的に近接している雲仙市から、県央区域への入院患者の流出が多くみられる。疾霧別にみる

と、他区域に比べ特に脳血管疾患や糖尿病の人工Dmこつぃて県央への流出が多い。

・島原市及び南島原市いずれも 8割以上が県南区域の医療機関に入院している。

・計画中の南島原市から諫早インターチェンジを結ぶ地域高規格道路である「島原道路」が整備されれ(武 南

島原市の鍔 隣闘 を除き、県央の三次救急病院まで緊急車両により 60分国内で結ばれる予定であるが、命線

開潮 辞捌瀬 である。

2E基準病床制度

(1)ギ足の趣旨

●基準病床数は、病院及び診療所の病床の適正配置を促進することを目的として、 医療法第 30条の

4第 2項第 17号の規定に基づき定めるものです。 全国の平均的な入院受療率や、在院日数などを

用いて、性年齢別の人口構成に基づき、地域の基準となる病床数を算定します。

0医療法の規定により、療養病床及び‐般病床に係る基準病床数は二次医療圏ごとに、精神病床、感染

症病床及び結核病床は県全域で定めます。

●既存病床数は、医療法第フ条の 2第4項の規定に基づき、ァ般住民の医療需要に対応する観点から、

事業所の従業員及びその家族の診療のみを行う病院や壷脇 b身障害児施設である病院の病床を除外

するなど所要の補正を行つています。また、診療所の一般病床は、医療法改正の経過措置により、平

成 19年 1月 1日以後に使用許可を受けたものに限つて葺定しています。

●本計画で定めた基準病床数を既存病床数が上回つている二次医療固、いわゆる「病床過剰地域」にお

ける、病院の開設、増床、病床の種別の変更又は診療所の病床の設置、増床に関しては、開設の中止、

増床数の削減等の知事の勧告の対象となります。なお、移転や開設者の変更などに伴う開設の場合

で、病床の増加がないときは知事の働告の対象とはなりません。

●診療所において=般病床を設置する際は、医療法第 7条第 3項に基づく許可が必要ですが、医療法

第 30条のフ第 2頂第 2号に掲げる医療 (在宅医療)の提供や、地餌包括ケアシステムの構築のため

に必要な診療所、へき地の医療、周産期医療、小児医療、救急医療その他の地域において良質かつ適

切な開 Ч訣 されるために必要な診療所であつて、医療審議会の議を経た場合は、知事への許可申
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第 1章 総論

請の代わりに届出により病床が設置されることとなるため、勧告の対象とはなりません。

(2)擢確胡鵞卜 湾財商麻翌産證島腐麟

●療養及び‐般病床の基準病床は下記の計算式で算定しています。

【表】療養及び‐般病弾 商床数 (単位 :床 )

躙 基準病床数 lA) 既存病床数 (B) 差 (B)― (A)

長崎 5′ 2フ4 フ′296 2′022

岬 ヒ 3′ 323 4′423 1,100

慰 3′ 343 3,390 4フ

県南 1 126 1′635 509

五島 412 502 90

卜石島 234 190 △44

壱岐 269 395 126

対馬 365 282 △83

合計 14′346 18′ 113 3′フ6フ

※既存病床数は、令和 5年 9月 30日現在。

0なお、療養及び‐般病床の整備を行う際には、地囲で整備する病床数の上限である基痒病床数と地

域医療構想において推計した 2025年の病床必要量について整合を図る必要があることから、引

き続き地域医療橋想調整会議等で地域の関係者の意見を聴きながら検討を行います。詳しくは 眸

4章 地域医療構想」をご覧 ください。

療養病床

性年齢階級別人口

全国平均の陽 」及び
年齢階級別療養病床
入院受療率

介護施設、在宅
医療等で対応
晰 ヒ融

他の医療圏ヘ
の流出入

1/病床利
用率

九州ブロックの

平均在院日数
1/病床利
用率

司 鮪 床

九州ブロックの1甥」

及び年齢階級別―鬼隻

病床退院率

他の医療圏ヘ

の流出入

鴇俗赤日
+

X×

+

陥徐示日

+ X× ×
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(3)精神病床の基準病体駅

●精神病床における基準病床は下記の計算式で草定しています。

【図】沐誹斬萌Ⅶ渥弊病床の算定式 (概要)

【表】ポ計蛎 床の基準病床数

基準病床数 (A) 既存病床数 (B) 差 (B)― (A)

聯 5ァ715 フ′661 1ァ946

※既存病床数は、令和 4年 6月 30日現在 僻判翡網雑融資料)。

(4)結核・感染症病床の基準病床数

0国の通知に基づき、結核患者数や退院までに要した平均日数などにより欝出し、次のとおり定めま

す。

【表】結核病床の基準病床数

騨 鞠 激 (A) 既存病床数 (B) 差 (B)― (A)

聯 55 83 28

※既存病床数は、令和 5年 10月 1日現在 (県の医痴脱霜鶉激→。

●国の通知に基づき、感染症予防法に定める第 1種感染症指定医療機関及び第 2種感染症指定医療機

関の感染症病床の数を合算し、次のとおり定めます。

【表】感染症病床の基準病床数

基準病床数 lA) 既存病床数 (B) 差 (B)― (A)

聯 42 42 0

※既存病床数は、令和 5年 10月 1日現在 (県の目廟鹿籍期 べ)。

令和 8年におけ
る長崎県の目陛
期患者数推計値

σ款日症を除く)

麟
(1-B)

令和 8年におけ
る長崎県の回復
期患者数推計値

令和 8年におけ
る長崎県の屁陛
期患者数艦 十1直

伺瞭日症)

令和 8年におけ
る長崎県の忽性
期患者数唐刊直

十 + × 政策効果
(1-A)

|

|

|

|

(

十 ×
+

他の医療固への流出入

× 1/病床利用率
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髪

基準病床の算定式 (隣 起につして」,朝陽働割割洞局臥日砂〕(R5.3.31′ R5.6.15罰劉征 ))

(1)据閣菌鰐刷琳翌珀Dい¬脳漸歯舅酎こ縮 紳

戸の算定式により賞出した数と、イの常定式により算出した数に、ウにより算定した微勘醜 し勝 徴 を標準とする。

ア 療曽病床

{(当初 」及枷 JttE)× に掴平均の陛別及び鋤 暢導嚇沫入院覺康斡 の総刑 ― (介護施設及び在宅― で夕寸応可

白期 +(0～当該区域への他区域からの流入入院害者数の範囲内で知醇力焼める数l― (0～当該区域から他区域ハの流出入院患者数の範

囲内で知醇力蛯める数l}X(1/向痛 り羽翰

イ ー搬病床

{(当該区蟻の陽 跡ヒ胸曲餌割賜J人口)X(当該区助の陛別及蜘 朋」¬艘燕蒲國摩斡 の総和 ×平均在院日数 十 (0～当該区域ハ刺也

区域からの流入入院患者数の範囲内で知申が定ある数l― (0～当該区域から他区以ハの流出弾 囲 内で知醇がためる数)}X(1/
病床利用率)

ウ≦準病床数の都道府県間調整について

なお、当該都迪町県において、著「道府県外への流出入院患勘 mヽ 互流ヌム院患者数よりも多い賜創よ 流出先都道府県との目]劉協

議た行うた上で、都道府県間を超える患者の流出入について、合意を得た数を各二次医爛圏の基準病床数に加減することができる。ただし、ア

からウにより二次医療圏ごとに算定した病床数の都道府県における合計数(よ

{(当該醐 生別及び年師皓級別人口)x園 ]平均の錫 及び年齢凶級別療翻詢えN兜剛慕勧 の総和 ― (介護施設及び在宅医療曽で対応

可能な数》 × (1/病床利用巧 +(当該区域の陽 J及蜘 朋」‐門蔵斎即摩勘 t粥舒日X平均在院日数 × (1/胸囀ru叩勘 及びウに

より二次医療圏ごとに輿定した病床数の都道府県における合計数を超えることはできない。

※げ隠鰤瑚媛υ准宅囃 対応硼惣叫拠 とは、的 に定める 碑懇区軸におlするJ韓 における医療のどこ聾劃 のうち朔 下

の数の合計数から、令和11年度末時点における以下嚇 激 1樹目当する数をLヒl,l的に推計した数とする。

(F)上国生期入院患者のうち当該構想区蜘こ住所を有する者であって、
―

Iである愚百の数の70。/。に相当する数。

(前 )′限性ユ』入院患者のうち当該構想区域に住所を有する者てあつて、入麟 率硼 差を解肖していくことで在宅― の
―

とし

て推計する患者の数 ((i)に掲げる数を除く。)。

(2)アー 床IE係癬 繭

都道府県の区域ごとに次の算定式により算出した数を標凄とする。

[(令和 8年における当該都道府県の年齢別のほ性期入院患者数の総和)+缶漸日8年における当該都道府県の年齢別の回復期入院患者数の総和)十

密努日8年における当翻 鳴県の年齢別の目陛月日入暁患者数の総和)X(1‐ ぐ悽膠』入院患者に係る政策効果に関する書蛤う}+鈴和8年に

おける当該旨瞬画荷県の年齢劇の認矢l魔口W覗渕院患者数の総刑)X(1‐ (認知座口性期入院患者に係る麟 に関する3吟)}+帥 にお

ける他都道府県から当該部道府県への流入入院忌吾鋤―(精神周末における当該都道府県から他罰埴府県への流出渕完患朝 ]× (1洲盲神丙

府 W騨)

(3)r― 床lE傷隣5姦騨自麻爾目牧

都道府県の区域ごとに都道府感 日事が定める数とす苔。なお、基準病床数の算定に当たつて1よ 「医療計画における詐謝刻莉燕羽藝彎攀

定について」σ力培政正(こついて l平成20年 3月 31日付瞬 0331001号朗 動省健康魔躍彬碩留期ヨ雅勘隊llを参照すること。

(4)頚譲黎弱団期末:こ傷銘翼藝準帝

"目

牧

都道府県の区戦ごと(申 38条第 1項の規定に基づ剖阜豊期嫉 韓 受けてい3蝉            こ同

条第 2項の硯定に基づき都道府県知事の指定を受けている抑 定医療機関及び第騨 医療機関申 を合算

した数を基準として者隆琉瞬引驀朔建める数とする。
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第 5節 長崎県の現状

第 1章 総論

1.人口動態

(1)人口・世帯の動向

0本県の人口は減少傾向にあり、年齢構成別では、特に若年層の減少が顕著になつています。2030年

には、65歳以上の人口が 44万人となり、全体の約 370/0を占めると推計されています。

【グラフ】本県の年齢構成別の人口の推移とその割合 (単位 :万人、0/0)

200
I   :0～ 14歳人口

___0～ 14歳 割合

占
。と .・ と・・▲・

十 ■■15～ 64歳人口

・・・ A・・・ 15～ 64歳割合

・▲"・ム・・ .A・ ..▲ ..と
.。

と。.

65歳以上人口

-65歳
以上割合

ム .

70,0

600

50.0

400

30,0

200

10.0

0.0

割合

▲・・ 強・・4・・と

150

100

※出典 :「国勢調査」(2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計)

●将来の高齢者世帯 (65歳以上が世帯主の世帯)数は、全回や九州の平均を上回つており、ピークと

なる 2025年には 2015年から 2万 3千世帯増加し、全世帯に占める害J合は 46.50/0と 推計されてい

ます。また、高齢者単独世帯数は、2030年以降も増加する見込みとなつています。

【グラフ】本県の高齢者世帯数と全世帯に占める割合  【グラフ】本県の高齢者単身世帯数と全世帯に占める書」合

50.0

450

40,0

350

300

250

(°/。 )

20.0

260
46.5

44.5 47.6

.・・●・
‐
´

五
´

宝 250

一倉
g・

°
ユ

r
240

230

日241 241

220

鶉

210

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

E==コ 本県世帯数   … 」卜・ 全国

・・oら "'lJ‖1     日JLい 大暉

200

●

●

150

・．
。

　

″
と

100

彗顎デ
92

20

器

0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

1   :本県世帯数  _卜 .全国

0い 0中 九州     _本 県

※世帯数の単位は千世帯。害」合は全世帯に占める害」合であり、単位は0/0。

※出典 :国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計 (2019年 )」

ム・ .ム
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第 1章 総論

。二次医療圏別の人口構成では、2030年には、県南医療圏と離島の全ての医療固で、65歳以上人口

の割合が 4割を超え、 卜平〒島医療圏では半数以上が 65歳以上となると推計されています。また、全

ての医療圏で、おおむね 5人に 1人以上が フ5歳以上となると推計されています。

【グラフ】本県の医療圏別の年齢構成別人口及び割合

2022年 Ⅲ64歳以下  65歳 -74歳  75歳以上 2030年 ■64歳以下  65歳 -74歳  75歳以上

長崎 :孝ユ|を
'■

筆葺4筆4妻れ79 83  .    長崎 i4尊養Iゆ韓素子Ⅲ:=:64 105
佐世保県引ヒ :聾|li■14精 4:11■,48 52   佐世保県北

1子々■ 犠 :聾舞笠 111■■ 36 62

県央 .:=:髯 |:を線1鷲戦:I群舞整139 40        県央 :I        IIII持
=33  51県南 :井尊■二お:4■群 22  25      県南予:4蒻彗::=第1孝 18  29

五島 ■41,■筆i=毎孝章 7  7      五島主1軒笠理
=荘

#1 5   8
上五島

|≒::IIユ:生Oi荘華:: 4   5      上五島 ||:葺撃 を ■ 41 3   5

壱岐 苺|::=|:IⅢlll■|1111Ⅲ 1  5 1      壱岐 #41ii4穂増411丑: 3  5
対馬 :学:華,筆■1:4 5  6  ●  対馬 :|■:I:筆i4,雑 4  6

0%    20%   40%   60%   80%   100%              0%   20%   40%   60%   80%   生00%

※人口の単位は千人

※出典 :2022年 は 10月 1日の推計人口。2030年は国立社会保障 。人口問題研究所による推計。

(2)出生

。本県の出生数及び出生率は、全国平均同様減少傾向にあり、令和4年の出生数は 8,364人となつて

おり、平成 22年と比較すると約 3害J減少しています。

【グラフ】本県の出生数と出生率 (単位 :人 )

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

Li=材=J長崎県 ―一 ―全国 ―中― 本県

18.8

,0

127

10.6
9.6  93

8,2   35   8.0   73

2

※出典 :厚生労働省「人口動態統計」

※出生率 :人口 1,000人に対する 1年間の出生数 (年間出生数/人口Xl′ 000)

霧毎

250

200

15.0

10.0

50

0,0

70 6.9   66

人     S35   45   55   60   H2    7    12   17   22   27   Rl   R2   R3   R4  出生率
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第 1章 総論

●本県の合計特殊出生率は、平成 17年に 1,45と過去最低となつた後、平成 28年に 1.フ 1まで改善

しましたが、平成 29年以降再び低下傾向にあります。令和 4年は全国値の 1.26を 0,31ポイント

上回る 1.5フ で、全国第5位となつています。

【グラフ】合計特殊出生率 (単位 :人)

1,87
‐◆ ―本県 ―‐― 全国

70 1.711.70
1.68166

″●‐4
1,61160

1.57
導 ● 、

1.491.481・ 50

.42 ,0こ◆ ・い。中 1.441:431.42

1,321・
34

1.37 1,36
生i33

1,30
1.26

※出典 :厚生労働省「人口動態統計」

※合計特殊出生率 :15歳から49歳までの女l陶の年齢刷出生率を合計したもので、1人の女l陶粥反にその年次の

年齢刷出生率で一生の間に生むとした時の子ども数に相当します。

(3)死亡

0近年本県の死亡者数及び人口あたりの死亡者数十鋤 日しており、人口 10万対の死亡者数は 15,2人

と、金回イ直を上回つています。

【グラフ】死亡者数の推移 (単位 :人)

25,000

一
本県 ―●― 全国 …Ⅲ…本県

13.0 11313.413.5

11.9
12.412.312.6

０

　

０
1.57

●ヽ

1.00

生42
|

|

|

|

８

６

４

２

０

76 7.5 7.5 8.0

人   s25 30 35 40 45 50 55 60 H2

※出典 :厚生労働省「人口動態統計」
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第 1章 総論

0本県の死亡者の死因別の内訳をみると、悪l讐斤生物 (がん)が最も多く、全体の約 250/oを占めてい

ます。

【グラフ】主な死囚別死亡者数の劇合 〔長崎県〕0単位 :0/0)

アルツ′ヽイマー病

1.50/o

間質性肺疾患

1.696

腎不全

2.00/o

不慮の事故

2.9。ノ6
誤疎性肺炎

4.1%

肺炎

5.フ%

75歳以上

65～ 74歳

55～ 64歳

45-54方勇

0 2,000     4,000     6,000

※出典 :厚生労働宙「患者調査」〔令和2年〕(単位 :人 )

脳血管疾患

6.3%

※出典 厚生労働省「人口動態統計」 (令和 4年)

2J       向

(1)■司論脱射服掲uの受療率

●令和 2年の患者調査における年齢階級別の受療率では、階級別に違し{まあるものの、入院、外来と

もに総数では全国を上回つています。特に入院の受療率が高く、全国と比較して、総数で約 1.フ 倍

となつています。

【グラフ】人口10万人あたりの患者数 (入∩    【グラフ】人口10万人あたりの患者数 (タト来)

5,634
75歳以上

65～74歳

55～64歳

45～ 54歳

35-44方続

25～34歳

15～24歳

5～ 14歳

0～ 4歳

総数

l秘

5Z!:9

澱瀞臨∵膵脇‐恩

歳

歳

歳

歳

歳

数

翻
鞠
靱
報
］
総

全 国 全 国■

０

２
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２
，
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第 1章 総論

(2)主要傷病分類剛入F凝Ⅲ療率

●令和 2年の患者調査における本県の フ5歳以_Lの入院患者の嫉思別の内訳では、循環器系の疾患 |い

疾患、脳血銅 、損傷 (骨折等)、 精神及び行動の障害 (統合失調症等)、 神経系の障害 (アルツ

八イマー病等)、 が多くなつています。                      .

【グラフ】人口10万人あたりの入院患者数 り鵡謡J 単位 :人)

新生物 403
その他 416

損傷 (骨折)、

精神及び行動の障害 791

腎尿路生殖器系

774225

筋骨格系及び結合組織

399

消化器系 243

呼吸器系 448

※出典 :厚生労働省「患者調査」(令和 2年)

【グラフ】人口 10万人あたりの入院患者数 (年齢橋戚別

いヽ佛錮総数
1,400

-新 生物

1,200   
ェ 矯卒申皮ひ

こ
各勤あ博善

生′000   _神 経系の疾患

800   ~循 環器系の疾患

一 呼吸器系の疾患
600             -

新生物 :憩性新賀物 (がん)等

精神吸び行動の障害 :統合失調症等

神経系 :アルツノヽイマ蛎 等

イ靡霧騨K:′巳嫉患、月剛躍朝諾鰺

呼吸器系 :肺炎等

5,634    6,000

単位 :人 )

Ｏ

　

　

　

Ｏ

４

　

　

　

２

０

０

０

０

０

一 損傷,中毒及びその他の外因

の影響  ―

84

0-4歳   5-14歳   15‐ 24歳  2子34歳   35-44歳  45-54歳   55-64歳  65-74歳  75歳以上

※出典 :厚生労働省「患者調査」(令和 2年)

0 0

“

|'|!||テrⅢ

2,146

1,261

705
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第 1章 総論

(3)平均在院日数

0本県の病院における平均在院日数は食回平l匂を上回つています。ただし、病床の種別にみると、療養

病床では全国平均を下回つています。

l表】病院の平均在院日数 (令和4年 単位 :日)   【グラフ】平均在院日数の推移 (単位 :日 )

医療圏等 鍬 療養病床 胡

長崎 37.5 73.2 1フ .2

岬 ヒ 34.4 106.4 15.4

殿 41.1 170.5 21.5

県南 38.6 フア.8 16,8

五島 21.フ 117,9 19.1

上五島 17,0 19.5 13.8

壱岐 27.8 93.9 17,0

対馬 19.9 17.5

県全体 36.4 87.7 17.6

錮 27,3 126.5 16.2

全 全国 
―

病 |  ~

床 本県 
―

27.3
28.3
27.5
27.3

35,1
36.3
36,7
36.4

□ Rl

麗 R2

“

R3

歯R4

※出典 :厚生労働省 防 院報告」

蜘  16.0

ri&7
坤  16.2

-‐. 17.3

- 17.7. |  - 17.7
●弾

"0 1フ .6

1:55::i         ―            ・ 131.1
1265

,「声士‐ィエ・I,P/す●オ●■r‐ すr=ィ ,J38.2
90,7

● :■   ■―■    :   ●   : 1 90.0
87.7

0           50          100         150

―― 1全国

1般 本県

療 全国

養 本県

(4)患者住所地 (医療固)月 Uの受療動向

●平成 29年の患者調査における本県の患者住所地 (医療固)別の入院の受療動向をみると、県南医療

圏と離島の医療圏で他医療国への患者の流出が多い傾向となつています。

【表】病院の療養病床及び■般病床の推計入院患者数 (単位 :人、0/0)

墓

星

謡
地

医
療
圏

人数
(人l

蜘

鮮 十 謝 砲隻1とと,悪3写驚封t 敷 県南 五島 卜石澪ヨ ~』
I支 対馬 聯

長山奇 6′ 193 5′744 171 167 22 4 4 81

杞
=LJttJRJヒ

3,713 64 3′298 144 20フ

慰 2,896 131 81 2′488 56 140

県南 1,844 70 401 1′344 29

五島 445 72 8 2 350 13

卜7〒島 247 26 12 12 2 172 23

壱岐 404 4 5 2 258 135

対馬 343 3 14 234 92

患
者
住
所
地
医
療
圏

害Щ %)
鉤

長山奇 砲隻1±些け示↓写記Jと 慇 県南 鶴 卜7〒鳥 孤 対馬 聯

長山奇 92.75 2.76 2.70 0.36 0.06 0.06 1.31

布生Jとし♭Rザ黒Jヒ 1.72 88,82 3.88 5.58

慰 4.52 2.80 85.91 1.93 4.83

県南 3,80 21.75 72.89 1.57

五島 16.18 1.80 0.45 78.65 2.92

卜7〒島 10.53 4.86 4.86 0.81 69.64 9.31

壱岐 0.99 1.24 0.50 63.86 33.42

対馬 0.87 4.08 68.22 26.82

※出典 :厚生労働省「患者調査」
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患
者
住
所
地
医
療
圏

害Щ %)
鉤

舗
lイ鞘 ll

討 わ生理堂攀ミ垢ミJヒ 慰 県南 下 島 卜下 鳥 誠 苅馬 麟

長山奇 343′015 95.44 2.03 1.12 0.12 0.03 1.26

胞LとJttJRJヒ 181′ 940 0.56 92.86 1.25 0.05 0.01 5.28

麒 157,953 3.88 2.62 89,70 1.01 2.78

県南 106′ 961 1.98 0.14 14.09 82.24 0,01 1.54

7〒島 23,341 6.89 0.15 0.77 0.08 90.06 2.06

上五島 8′505 20.32 15,51 2.12 0.12 1.フ9 55.07 5.08

壱岐 13′482 0.16 0.07 0.24 88.76 10.76

夕寸口辱 14′643 0.89 0.21 1.05 0.20 フ9.26 18.38

第 1章 総論

【表】令和元年度の調 剛州 (タト来の初診料)の状況 (単位 :0/o)

【表】令和元年度の診療報酬 (病院の入院基本料等)の状況 (単位 :°/0)

※出典 :国のナショナルデータベース (NDB)(国 民健康保険、後期高蹄者医療制度)

※端散の関イ系で合計が 100にならない場合があるほか、10件未満は「―」と表示されています。

●将来の医療需要については「第 4章第 2節 将来の医療需要」をご覧ください。

患
者
住
所
地
医
療
固

害Щ
。/o)

帥 脚

鮮 キ
(伽 長崎 慇 県南 平〒鼻

「
7〒鳥 誠 対馬 騨 ト

長山奇 123′ 062 94.70 2.51 2.19 0.11 0.49

胞:JとJttR夢ミJヒ 67′994 1.61 89.65 3.44 0.01 5.29

敷 56′ 178 6.25 2.69 85.48 2.14 3.43

県南 39′ 123 3.フフ 0.09 18.10 77.04 1.00

五島 9′427 14.55 0.13 2.45 80.61 2.26

上五島 5′ 342 16.27 9.04 2.23 69.23 3.24

壱岐 8′563 0.78 78.10 21.11

メ寸月5 7′207 0.35 1.91 フ2.39 25.35
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第 1章 総論

3.医腑 鍬制R況

(1)医呻

ア)病床数

●令和 4年 10月 1日現在の医療施設調査の結果によると、本県の病床の構成は、全国や九州と比較し

て、精神病床の割合が多くなつています。また、医療固別にみると、県南や五島医療固で診療所の病

床の害」合が大きくなつています。

【グラフ】病床の種類喝」構成割合 (単位 :床)

□病院 (精神)□ 病院 (療養) 病院 (一般)霞 病院 (結核・感染症) ・ 一般診療所

全国

九州 :● ::::,I∩ 7:f14■ ■:● :● ::!    49R27

1■ 1丁 下|〔12■ 1828ざ 1士 l11   278_694     ■ | |||| ■ i ■   886,663■ li ■| ●●:|■ 115,77211BO,436

●■■ ―1123,625 ■  |■   ■ 1924-125,734

1   !!| 111;6731  1 - ●| . ■15112,921長崎県

長崎

佐世保県北

県央

県南

五島

上五島

壱山支

文」月篤

||■予
=■

■「11408■ ■||||∫ 11 ■.4■ 9 |  ―  ―  |・  2,664 ! 「

i ll l「  |!  ■1 416091- || ―

■2,531 ■|||| |

「●    82911-■■■■■■Ii741■ ■■■■1 7生呂

■●160:士上上I  S4 ●380 1   !:―   ―| ■ 「| ・■

―
'・

|11321- :i  ■ ■   ||●   :f} =;6

|■■i45■千●01

0%    10% 20%    30%    40%

・ : ●   : |   ●:1246 1     :

282   ■   ‐   ―  | ― |.  |

50%   60%   70%   80% 90%

イ)麟

【表】医療施設の状況 (令和4年 10月 1日現在 〔薬局数は令和 5年 3月末現在〕)

※出典 :厚生労働省「令和 4年医療施設調査」〔薬局数は県の薬務行政室調ぺ〕

嘲

蹴 力
密 脇

数

人口 10

万人あた

り炉萌罵牧

歯科診

触
薬局数

麟 病床数
融

爛
鯨 有床

長崎 51 10,802 537 63 924 11′726 2′ 378 303 318

や竺世当傷↓票ロヒ 35 5′ 517 211 52 702 6′219 2′ 073 149 165

慰 32 5′ 336 198 50 749 6′ 085 2′ 310 132 134

県南 17 2′ 125 87 28 444 2.569 2′ 092 72 63

五島 4 508 31 フ 79 587 1′766 14 19

卜石島 1 186 21 1 17 203 1,076 12 12

壱岐 5 483 16 483 2′ 018 8 13

対馬 2 335 33 1 6 341 1′250 13 10

寄 十 147 25′ 292 1,134 202 2,921 28′ 213 2′ 200 703 フ34
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第 1章 総論

(2)病床数の推移

0国の動 銘睡某嚇諄ミによると、本県の病床数は、病院、診療所ともに減少しています。病院、診

療所ともに、本県の近年の減少率は食国の状況とほぼ一致しています。

【グラフ】全国の病床数の帷移 (単位 :床)

30010001濤
6■829 1消 42ぉ93~ぅ誘j′ 403～

~
1,568′ 261 と′561′ 005    1′ 546′ 554    1′

507′ 526

―    ― ^―   ―      ― 一‐    ^一   生′800′ 000

7
1′492′ 9571,600′ 000

1′400,000

1,200′ 000

1′000,000

800′ 000

600,000

400′ 000

200′ 000―‐―病院

0

8′42上 _、 ___… ‐――… ……… ‐ ‐― ―一一 ―― ―‐― ―     一― ― …――――   ―-  35′ 000

影

"瞭

碩斤  
綺,  Hll  }114 H17 H20  情23  H26 ‖27  H28  H29  H30  Rl   R2   R3   R4     嚇

【グラフ】本県の病床数の推移 (単位 :床)

h 7′ 670

29′ 660 7,095

29′366      6′ 304

―‐中病院

再静 6`【

26′ 780     26′ 537     26′037     25′ 756

'7Rク
フ ヱ0だ碁p^___ 2ca01 ____

25,976    25′ 674

3o′ ooo

25′ 000

20′ 000

15′000

10,000

S′000

0

―⌒―一一―す‐4,761_

H8  Hll  H14  H17  H20  H23  H26  H27  H28  H29  ‖30   Rl   R2   R3   R4     病院
期

※出典 :厚生労働省「医療施設調査」
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